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《軽蔑ノート〉

微視データにおける

　　生産要素投入量計測に関する覚書

ANote　on　Measuri礁g　Factor　InputsinMicro　Data

　李　　　貞　　換

Ju鷺g　Hwan　Lee

1．　まえがき

2．　資本投入量の計測理論

　1）資本投入量計測の困難性

　2）StockからH◎wへの推計理論

　3）集　計

　4）DeHa重ionと資本原価の推計

　5）利子率の選定

　6）耐用年数の評価

3．　資本投入量の実証的計測一米生産費調査結果を利用して

婆．畜力、賃借料金、その他の費用に含まれている資本投入量推計

5．物財投入量の計測

6．労働と土地投入：量の計測

7．集計問題とdeflatlon

8，結　び

1．　まえがき

　この覚書は、筆者が米生産費調査結果を利用し、戦後日本農業の展開過程に関す

る分析を行なうに当って、生産要素投入量の推計方法に関して吟昧し、整理したも

ので、異体的には、「米生産費調査」結果を資料として実証的に微祝的データから微視

的生産単位に訟ける生産要素投入量を推計する方法を見定めようとしたものである。
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　ここで検討した大部分のことは他の生産費調査、あるいは農家経済調査結果等

を利用する時はもちろんのこと、集計的資料を利用する時にも充分考慮しなければ

ならない課題となろう。

　ここでは生産要素を土地、労働、物財及び資本の4つに分けて、各々の投入量を

推計した○まず第2章ではこれら二つの要素の中で、理論的に投入量の推計が最も

困難と思われる資本投入量推計の理論的問題を検討し、第3章でその実証的適

用を試みた。稲作では建物資本の役割が比較的小さく、耐用年数、資本価値及び生

産に診ける役割等に撹乱要因がかなり多いことから、建物を除いた機械部分だけを

対象とした。

　第4章では畜力、賃借料金、そして動力光熱費に含震れている資本投入：量を分離

する問題を検討し、第5章、第6章では物財、土地、労働投入量推計問題を検討し

たが、特に水利費と肥料費の処理に注意したQ

　第7章では4つの生産要素別集計の問題を指数理論との関連で検討し、Devisia

集計の必要性を明らかにした。

2。資本投入量の計測理論

　1）資本投入：量計測の困難性

　生産に用いられた資本投入量はstockあるいはHOWの概念により計られる。

費本理論の立場から資本投入量を問題にする時にはstockの概念がより適当で

あるが、生産理論の立場から資本投入量を問題にする時はflowの概念がより適

当であろう。なぜならば、資本理論が投資と蓄積の過程を問題にするのに対して、

生産理論は用いられた用役価値とそれから生ずる生産物価値との関係を問題にす

るからであろう。

　生産理論ではなぜstock概念が資本投入量として不適当であるのか？Grmches

（1960）はこの点を次のように要約している。

　「・・・…　圭he　val購e　of　生he　s重ock　of　cap圭ta互　at　a蕪y　po重n重　孟n　t呈me

is　the　c嫉「「e羅t　valua窒呈oR　o｛　curren宅　and　all　fu重ure　serv重ces

expected　from　thls　stocbwhereas　w難at　we　are　i飢erest（圭　in

for　estima亀ingcurren重　pro（iuc重ivity　is　only　the　value　of

current　services　至ro絹a　thls　s｛ock．りehe　two日aeasures　wll玉

diverge　重f　重he　average　age　of　eq縫ip磁e鷺重　呈s　changin9・　and

that　隻s　hapPen呈ng　al玉　重he　重ime　（玉ue　to　cycle　in　ne重　呈Rvest田ent，
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and　　if　there　are　ant童。霊pat重ons　of　future　price　changes　or

tech簸。童ogica夏　advances．」

またYotopoulus（1967）はstock量を資本投入量として用いた場合、資本投

入量が実際の資本用役量の多少よりも資本財の耐用年数の長短によって強く影響

される事を示しているQ

　では、生産理論に用いられるべきflowとしての資本投入量はいかに推計され

るべきだろうか？　機械装備に対する賃貸借市場が発達し、しかも「完全」であ

った場合は、機械装備の利用時間と時間当り賃借料との積によって最も正確な資

本投入量が得られるだろう（C翫lstense鍛鋤d　J◎rgenso掛　1969）。しかし、

機械装備別利用時間と各々の時間当り賃借料に関するデータは、ほとんどの場含入

手不可能であろ％しばしば動力利用時悶そのものを機械用役のflOWとして用い

ることがあるが（新谷、1968）、すべての機械作業を同質的なものとして取扱

うことになる。たとえば脱穀機1時聞利用とcombine　1時間利用を同～な用役と

して取扱うのはきわめて乱暴なやり方であるQ

　時には、機械の運転及び維持費で機械投入量を代表させる事もある（噴mme　r，

197G）oしかし、微視データの場合には、運転及び維持費には撹乱要因がかな

り多いので資本投入量の代理変数として使うのは難しいQまた、集計的データにな

ると運転及び維持費に関するデータはほとんど入手できないであろうQ

　2）Sωckからflowへの推計理論

　資本投入量を推定する最も実用的な方法は、「ある機械装備から得られる用役の

流れの現在価値はその機械装備の価格と等しくなる」という関係を利用し、醗ock

価値からflow価値を推計する方法である（Yot◎poulus，1967）○今、ある「

合理的」投資家が価格Viの機械iを購入した時は次の関係式が成立する○
　　　　　　　　便｝i　　　　　　　　　　　　　　一t　　｛1）　　Vi冨Σ：l　R，it（1＋r）

　　　　　　　寛繍1
ただし、rは将来収益に対する割引率・Tlは耐用年数・珊tはt期の資本flowで

ある。・期後・この機械の価値Vl，1ま、

　　（、｝V、、一勢鶏、、（、．，）一（ヒ・・1）

　　　　　　　　t＝S
となる。12）式を「Ritに：関して解けば（Yotopoulus，1967）、

　　（3）　　R，it繍　rVl重＋（Vlt－Vit＋1）

n個の機械に対して集計すると総資本flowは、
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　　　　　　　　　れ　　　　　　　け　　　　　　　の
　　（4｝　　　Rt＝　rΣ　Vit＋（Σ　Vlt一ΣVlt・＋1）
　　　　　　　　　　i　　　　l　　　　l

つまり全機械のt期及びt＋1期に覗ける価値がわかれば亀期に澄ける資本flow

量が計算できる。

　翫とVit紐　に関するデータを得る方法としては、まず中古品市場に論ける年

齢別価格を利用する事が考られる。しかし現実的に、中古晶市場はほとんど発達し

ていないから、すべての機械に対し、年齢別中古贔価格を調べることはまず困難で

あるQまた、一般的に中古品はその質が不均等であり、投資家には新品選好傾向が

ある。つまり中古品の価格には新品の場合と異なる要因が含まれていて、中古品価

格データが得られても、（3｝式をあてはめることはできないだろうG

　以上の困難を回避するために資本価値の減価過程に対して一定の仮定を設けるQ

その一つは、ある機械の資本価値はその寿命期間Ti中毎期定額つづ減少するとい

う仮定である。この方法は臼本農林省が純資本stock評価に採用している○つまり、

　　（・）▽・・＋…転D・液だしD・÷である・

故に、1期に海ける資本slock（Vlt．）と源価（Vi）との間には

　　〈6）　V｝t　嘉Vl－Di（t…1）

の関係が成立する。またt期に澄ける資本flowは（5＞を（3〕に代入して、

　　〈7）　Rit離　rV涯十Dl

となる。

　しかし、この方法は暗黙的に資本flowの流れに対して非常に奇妙な仮定をして

いるQこの点を明かにするために（6）を（7｝に代入すると、HOWが資本原価の関数と

して次の様に表わされる。

　　（8｝　Rl　t㌶　rVl＋rDl＋Di一一鋭Dl

したがって、資本用役flowの退行率W註は、

　　（蝋仔△畿一、＋，（≒τ冨飢△酔R画・・1

となる。一また、単純：な・偏徴分に：より、

　　伎・∂聖〉・・響〉・・響く・

の結果が得られる。つまり、臼OWの退行率は利子率と時聞の増加関数であり、同

時に耐屠年数の減少関数であるGわれわれは、資本価値の定額的減価を仮定して、

sωckからflowを推計する方法が、　flowの退行過程に対して技術的妥当性を何
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も示すことなくきわめて特殊な仮定をしていることがわかった。

　資本価値の減価過程に対してよく用いられるもう一つの仮定は、資本価値が毎期

定率的に減少するという事であるQ米圏農務省はこの仮定にもとづいて純資本

stock量を計算している。つまり、
　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　ム

　　（111　Vit÷玉　鷲Vit一δiVit

但し、δ1はi番目機械の資本価値の低下率である。従って、

　　（12｝章it一（・一δi）t－1　Vi

となる。一方、⑳を（3｝に代入すると

　　　　ム　　　　　　　　　 ハ　　　　　　　　　　ノへ

　　（13）　Rit牒　rV隻t十δiVit

　　　　　　瓢（汁δi）守1重

この方法に耀いては、flowが純資本stocR価値の一定比率として表わされるこ

とを注目すべきである0このことは純stOCk価値が、実数値を別にすれば、fiOW

の代理値としても有効であるという論拠にもなりうるように見える。

　しかし、この方法も暗黙的に資本f互owの流れに対してかなり特殊な仮定をして

いる。圃を｛13｝に代入すると、

　　（　　　バi4）　　　Rit　篇　 （r十δi）（・一δi）t一1　Vi

したがって、資本flowの退行率Wlt：は、

　　　　　　　　　ハ　　（1・峨ドム撫一・・

となることがわかるOつまり、ある機械からの資本H◎Wの退行率はその機械の

stOCk価値の減価率とちょうど一致することを仮定するものである。この暗黙的仮

定も、定額仮定にもとつく方法の場合と同様に、何ら技術的根拠を持つものではな

いQ

　資本価値の減価patternに対しての定額あるいは定率減価仮定は、いずれも一見

現実性を持つもののように思われる。寮た、会計学でも費用計算に広く使われてい

る。しかし、それらの仮定にもとづいてstocl（からflowを推計することは、論理

的に非常に奇妙なことを暗黙的に仮定していることが明かになった。たとえば、農

林省の生産費調査結果の減価償却費と資本S勧ckに対する利子部分で機械資本投入

量を推計することの論理的不充分さを示すことにもなる。それならば、より論理的

妥嶺性を持つstockからflowへの推計方法はないだろうか？

　資本価値の減価pa賃emに対して一定の仮定を設ける代りに、qowのpattemに対

して一定の仮定を設ける事ができる。そのうち、最も実用的で且つあまり非現実的
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でないものは、flowが機械の耐用期間中一定であるという仮定である。この仮定

のもとで、（11は

　　（嚇、一R冨（、。，）一・

　　　　　　　　　t；1
　　　　　　＿璽〔1《、せ）一丁〕

　　　　　　　r
従って、

　　　　＊　　　　　　f（1＋，）τi
　　働　　R｝置　klVl・　　k孟漏
　　　　　　　　　　　　　　　（1十r）Tし1

となる。ある機械からの資本flowはその機械の原価の一定比率となる事がわかる。

　この方法はflowの退行率が0であることを仮定していることはいうまでもない

が、問題はflOWの退行が全くないという仮定が現実的妥当性を持つかどうかとい

うことにある。　この点に対しては実験データ等によって・機械の年齢とその機

能との問にどういう関係が存在するかということを調べなければならない。今その

ようなデータを持ってはいないが、次のように考えることができよう○

　一般的に機械はその利用年数が経過するにしたがって、漸次的に修理、維持費が

増加する傾向を示す（工藤、1969）Qつまり、ある機械からの資本臼OWは漸

増的修理と取替を通じてその退行が食い止められるものであると考えることができ

るQこの考え方によると（16）式は次のように修正されよう。

　　　　　　　　　聖　　　　　　　丁
　　㈱IVi一バ潟（1＋・）一．四一ΣMt（・＋・戸

　　　　　　　　　t　　　　　　　　t

ただし、M乞はt期に澄ける修繕費であるQつまり、ある機械の価格はその機械か

ら得られるfiowの現在価値から使用者が負担する修繕費の現在価値を引いたもの

と等しいQ従って、

　　（1の・Rレ・、〔V識M、（1＋，）一・〕

　　　　　　　　　　t
となる。

　以⊥：3つのstockからfl◎wへの推計法に対して検計を加えたが、3つの方法閥

の基本的差異は結局、flowの退行過程をいかに仮定するか（それが暗黙的か、明

示的かにかかわらず）という点にあると理解することができよう。したがって、適

切な資本投入量の推計法としての選択基準は、どちらの仮定がより現実的であるかと

いうことになるであろう。

　しかし、別の視角からより基本的なことを考えると、むしろこれら3つの方法は

　　　　　　　　　　　　　　　　一・186一



機械の費用を資本価値の減価部分と利子部分で推計し、その費用を均衡条件を仮定

した時のflOWとして考えた所に基本的共通点があると解釈できようQこの点は、

3つの方法すべてが結局、費用方程式でもある（3）式を背景としていることから明ら

かであろうQしかし、前者2つによるHowの推計は論理的問題を内包することが

わかった。このことは、前者2つの方法による費用計算も経済学的には意味が少な

いことを意味する。そして、3つ目の方法が論理的に妥当なfiowの推計量である

とすれば、経済学的費用の計算にもむしろ（珊式を用いなければならないことになる。

　3）集　計

　以上の結果を利胴して、n個の機械を持つ企業に澄けるflowの総量を推計する

問題を、上記3つの方法別に考えて見ることにするQ鍛個の機械に対する集計は（7｝

α紛、（1のから

　　　　　　　　　　　け　　　　　　れ
　　（18－1）　　R，t鵡　rΣVlt，＋ΣDl
　　　　　　　　　　　i　　　　童

　　（18一・）郎，蜘、，．・勤浦、t一§（，＋・、）・ト1Vi（（遊代入し

　　　　　　　　　　　童1　　　1　　　　　　　i
て）

　　（、8一、）熊£・（1＋・）Tiv、

　　　　　　　　　　i（1＋，）①L1

となる。しかし「米生産費調査」をはじめとする大部分の農林省調査データには、

早V・・課D・・の値し棘鴎で1　（18d）錫合は蘭がないが・（・8

－2）と（18－2）の場合には機械別データ（Vl、　Ti、毛i、δi）．がなければ利用で

きない。

　ここで便宜的にn個の機械を大きい1つの機械として考え、その原価をV減価率

と耐用年数及び経過年数（年齢）を各々δ、T、1とすると、㈱の3つの式は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け　　　　　　　　　　　　れ
　　（19－1）　Rt＝rVt十Dtノ但しVt讐ΣVib　Dt鵯ΣDl
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　l

　　（19一・）食・一（・・万）（♂一1V侃V翫

　　（19一、）鳶一（…婁V
　　　　　　　　　　　（1＋r）τ一1

になるoT及びδはn個の機械の原価による加重平均値として考えることができる
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だろう。つまり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　　ロ

　　（20｝T一望TiWl・δ膚δ童W隻

　　　　　　　Vi
ただし・Wi＝　　　　　　　V
生産費調査結果には原価Vlは閣示されていないが所有機械の種類とその台数が調査

されているので、農林省の標準価格と標準耐用年数によってVlとTlを推定すれ

ばτとδが近似的に求められる○

　一方、（6）をn個の機械に対して集計すると、

　　｛21｝　Vt＝V一（t－1）D亀

であるが、VtとDtは生産費調査結果から、またVは次節の⑳．式により推計できる

ので「平均」経過年数τは、

　　　　　＿　　V－V宅
　　⑫2）　t＝　　　　　　　　　　十　1
　　　　　　　　Dt
となる。

　4）Deflationと資本原価の推計
農縮の生憎調査蘇等には撰述の・うにマ・（罷ΣVit）と昨Σ為）

が明示されているので（19－1）によるaowとしての総資本投入量の推計は利

子率rが解れば容易である。ただし、時系列データを使う時には、調査結果に現わ

れている純資本stockの集計量V重と総減価償却分D重には価格変動要素が含まれて

いるので、まずその要素を除去しなければならない。

　農林省の各種調査データの資本は表1の如く年度によって取得価格によって評価

されたり新調価格によって評価されたりしている○新調価格によって評価された期

間のdeflatlonは、農林省の物価賃金統計上の大農具価格指数による通常的方法

で処理できる。

表1．　農林省の資本評価方法の変遷i

年度

評価

方法

昭

和 35 36 42 43 45　　　46

新調価格　　　　取得価格 新調価格　　　　取得価格

一188一



　問題は取得価格により評価された期間の処理である。なぜならば、Vt（謹ΣV．lt）

あるいはDt（嵩ΣDl）を構成するn個の機械はほとんどの場合各々の購入年度が異

なるからどの年度の価格指数を当てはめたらよいのかがわからないからである。従

って、単純に通常の方法によってdeflationした場合、常に何年かのずれが生じ

るので、価格変動が激しい時には大きな問題になる。この問題は次の様な工夫によ

って回避できると思われる。

　定義により、

　　　　　　が　　　　　　　　　　ウ
　　（23－1）　Vt＝V重一rDt－1＋ltヨ

　　（23－2）　王亀＿1；Vt－Vレ1十Dt－1

靴．玉はt－1期に新規購入された機械の価値であるQVtのうち、1t－1は毛画期の

価格で購入されたはずであるから嶺然t－1期の価格指数でdeflatio賑しなければ

ならない。反面、同じVtのうち、（V重．rDt．1）はそれ以前何年か前の価格で購

入されたはずであるから何心か前の価格指数でdefla巨onしなければならないだ

ろう。ここでも前節で求めたVI（菰ΣVit）の平均年齢概念を導入して、τ期前に

購入されたものと近似することができるから、（Vt．1－Dt．1）部分は（t一τ）の価格

指数でde貝ationする。つまり、
　　・2勾，▽1一（▽、．1－Dレ、）β、．τ・・、一、ρ、．1

ただし、PSはS；期のdeflatorであるQ
隙・，・の中で砂面舳一輔格で・・一…する…（Dゼ1…1）

部分は（t一1）期価格指数でdeflatlonする○

　　⑳　Dl一（Dt－lt－1／；茄）／P・《＋（・・遭）／P・一1

　しかし・時系列的に調査されていない農家別データの場含は・Vt．1とDt．1が

わからないために上述の方法も適用できないQその場合には、次の近似方式が考え

られる。

　対象虚聞中の平均的機械資本の名目蓄積率は約10％程度であったことと、平均

耐用年数が約6年、平均年齢が約3．5年であったことから（表3、4参照）

　　　　　～　　　　　争　　　　　　　　　　　　　▽之一1　　　Vt－1

　　　⑳V・則V・一1’　Da繍齎＋、＝・．・
　　　　　　　　　　　　ヘ　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　～　　　Vt　　』V毛　　．　　　～
　　　　　It－1繍V竜一…一　一十　　　　　帯029Vt
　　　　　　　　　　　　L1　　　　　　　　　　　　　　　4．5×1．1

つまりV亀（諜Σ］Vit）のうち、約30％は亀一1期の購入分と考えて、　t－1期価格で
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deflationする。残りの70％は（亀一t）期価格指数でdefla£ionする。

　　伽V望一・・V・／P・一て…　▽・／P・一・

　　　　　　　一（・・7Pt一・＋・3Pt4）Vt／Pt．、p重r－Vt刀」

ただし、P匹P・一・P卜τ
　　　　　　　　　　　　　　　　がt期のdeflatorとなるQ減価償却費も同様に
　　　　　　　0・7P8・＋03Pt．モ

　　　（28）塊D，騨‘

として近似できる。

　以上の手続によって（19－1）による総資本投入量は推計できることがわかっ

た○しかし、（エ9－2）、（19－3）を利用してflowとしての総資本投入量

を推計する時は総資本原価Vをまず推計しなければならない。VはDt（罵Σ：】Di）

から次のように求めることができる◎
　　　　　　　　V
　　⑳　vrπD｛
　　　　　　　一（勲・葺）D・

　　　　　　　＝lrD重

ただし・墨一 ]銑・筋は・個の騨各・の幽趣各・の店舗髄で

加重平均したものにほかならない。この加重平均値は所有農業機械別基準年度価格

と標準耐用年数でDiを近似的に求めて、容易に推計できる。時系列データで基準年度

価格に・る不変原画繭塒は揃で求めた・・H・・…さ嫉曜・脈代入

しなければならないことはいうまでもなかろう。

　総資本原：価Vを推計するもう一つの方法としては、所有農業機械の台数と基準年

度価格との積和によって推計することが考えられるQこの方法を用いると性能、

mode1等による価格格差が考慮されないが、上述したdeflatlonの問題が不要に

なるから経営全体を対象にした時には有利な点’も多いだろう。しかし、特定作物だ

けを対象にした時には、所有資本価値がすべてその作物に負担されて、資本投入量

が過大推計される可能性が大きい。

　4）利子率の選定

　囎を利用してflowとしての総資本投入：量を推計するために次に必要なものは適

切な利子率を選定する事であるQGrihches（1960）の言葉をもう一度引用すると、

　rWhat　is　relevant　for　o財computa亀lon　ls嶽is”ln乞emal”
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discount　rate　rather　some　market　rate　of　interest　。・。・・Slnce

substantial　prlce　and　tech垣cal　u鳳certainty　surounds　the

future　use　of　these霞1archines　a難d　since　at　least　some　of　the

future　obso豆escence　may　be　anticipated　and　”（iiscounte（i”，the

average　disco犠nt　rate　is　probably　substantially　むigher　than10

percent（the　rate　of　in重erest　paid　on　cred重t　for　purchalng　new

marchine），perhaps　around　15　percent…　」　（括爪内は筆者注）。

つまり金融市場での利子率ではなく、投資家がその産業あるいはその事

業の危険率をも考慮して行なう投資行動の基準としての「内部割引率」でなければ

ならない。会計学的費用計算に用いられる資金の借入れ利子率とは基本的に概念を

異にするので、この点を混岡しないよう注意しなければならない。

　完全市場の場合に「内部割引率」は資本の期待限界収益率と等しくなるので、事

後的平均限界収益率は内部割引率の近似値となる（猛irshleifer，1970：pp244－

251渇Grllic馳s（1960）によれば、米国では農業機械投資の限界収益率が15％

を最低水準とし、20～25％近傍に集中しているという。また聴取調査等による

資本の内部制限に関する研究等からも、農家の内部割引率は資金市場の利子率より

かなり高い水準であるという（Grlllches，1960）。Yotopoulus（1967）がGreece

で調べた結果でも農家の「内部割引率」は14～20％水準であるというQ

　日本の場合、新谷氏（1968）が昭和37年から41年までの「農家経済調査」を

使って農二三資本の純限界収益率を計算した結果は18．9％であり、荏開津氏（1

978）が1970年度「米生産費調査」データから推定した生産関数を利用し、農業機

械資本の限界収益率を計算した結果13．8％となった○以上の硫究結果を総括して

判断すると割引率は、制度的に低利の農業機械購入資金が供給されたとしても、

13～15％水準にしなければならないと思われる。

　5）耐用年数の評価

　働を利用する際に問題になるもう一つの点は正確な耐用年数の推定である。農林

省は「農畜産業用固定資産評価基準」のなかで各種農業機械に対する標準耐用年数を

定めて、その基準によって各種の調査を行なっている。しかしこの基準耐用年数は

実際耐用年数、あるいは農家の予想耐用年数を大きく下廻っていると思われる。た

とえば同基準での動力耕転機の標準耐用年数は5年であるが、工藤氏（1969）

の調査結果を見ると、農家の動力耕転機に対する見積り寿命は7．8年であったQま

一肇91一



た同調査結果によれば、更新耕転機の平均年齢は5．9年であったが、5年を経過し

ていないものは中古贔として取得価格の20％以上の値段で売買されておりこの部

分を寿命に計上すると耕転機の実際寿命は7年以上になると恩われる○

　「農家経済調査報告」の機械資本の減価償却費の中には、標準耐用年数が経過し

た機械に対するいわゆる「附加減価償却費」が含まれている。この部分が占める割

含は表2で示しているように45～65％にものぼっている。このことは、標準耐

用年数以前に廃棄されたものを考慮

に入れても、農林省基準では、機

械の寿命が非常に過小評価されてい

ることを意味する。したがって、農

林省の資本stock推計値はかなり過

少推計になっているはずであり、減

価徴却費は反対にかなり過多評価に

なっていると思われる。

　しかし実際あるいは予想耐用年数

をすべての機械に対して調べること

は資料の制約上困難iである。そこで

対象期聞中、水田農業に輸いて中心

的機械でもあった耕転機に関する上

記の調査結果と農家経済調査結果等

を考慮して、診訟ざつぱではあるが

農林省基準より約40％程度上積み

する必要があると判断したQ

第2表　農家経済調査の農機械資本
　　　　減価償却費と附加減価償却費の割合

　　　　　　　　　　　　　（単位：円／戸）

総減価償却費
@　（a）

その内の附加
ｸ価償却費
@　　（b）

b一×　100

昭和37 王6，80　G 8，900 53．0

38 2　0，70　0 9，100 44．0

39 26，200 11，900 45．4

40　　　28，600 王3，700 4　7、9

4　1　1 3　2，100 16，500 5　1．4

42 34，30　0 15，700 4　5．8

4　3 37，90　0 18，0　00 47．5

4淫 3　9，100 22，800 58．3

4　5 4　1，60　0 26，玉00 62．7

4　6 42，500 29，0　00 6＆2

47 荏8，10　0 30，60　0 6　3．6

荏8 53，80　0 33，正0　0 6　1．5

49 5　8，200 34，50　0 59．3

5　0 69，50　G 38，700 5　5．7

ろ　資本投入量の実証的計測一米生産費調査結果を利用して一

　前章で資本stockからflowを推計するいくつかの方法と、それに必要な係数設

定に関して理論的検計を行なった。本章では米生産費の調査のうち販売農家全国平

均成績を用いて、昭和30年から51年までの米生産に投入された10a当り機械

資本投入量を推計することにする。特に前章で検計されたいくつかの推計方法及び

係数間の推計結果に及ぼす差異を比較検討する。

　農業機械資本投入量を推計するためになまず機械資本の名騒純s勧ck価値V亀と

減価償却費D亀の時系列が必要であるが、昭和42年までの調査結果にはVtが示
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されていない○そのかわり昭和39年から41年までの調査結果には総固定資本額

が示されているのでそこから機械資本額を分離しなければならない。一方、「経営形

態別農家経済調査」を利用して当時の米生産に投入された総固定資本投入額中機械

資本が占める割含を調べてみると、昭和荏2年の約40％からさかのぼって毎年1

～2％つづ滅少していることがわかるQこの傾向を当てはめて、総固定資本から機

械部分だけを分離することができるQしかし昭和38年までは固定資本利子額しか

明示されていないので、当時の生産費調査に適用された固定資本に対する利子率4

％を利用して、まず総固定資：本額を逆算してから、前述の比率により農業機械資本

部分を分離した。次に前章の⑳及び⑳式を利胴して、この名目価値を昭和45年

価格水準にdeflationした。以上の結果が表3に要約されている○さらに前章の

⑳と⑳式を利用して機械資本全体の平均標準耐絹年数と経過年数を求めたもの

が表4である。

第3表　米生産に投入された機械資本の三値 定額減価仮定による推計

　　　　（単位二円／10a）
名　　邑　　価　　値 不　　変　　価　　値＊

年　　　笈
　　　　　～モ搭Tock（Vt） 滅価償却（Dt） 純・重・ck（▽td） 瀟償却（D，d）

昭和　　　30 4，203 802 5，088 97　圭

31 4，925 89　7 5，552 1，011
32 5，3　12 998・ 5，639 1，G59
33 5，7　5　7 1ほ　38 6諜　05 1，207
34 6，146 王，243 6，5　59 i，327
35 7ほ　6　1 1，426 7，74　2 1，542
36寒＊ 7，630 2，0　10 8，14　3 2ほ　44

37 7，479 2，301 7，9　77 2，838
38 7，779 2，685 8，304 2，907
39 8，376 3，350 9，0　19 3，6　2　1

荏0 8，89　5 3，647 9，556 3，929
4　1 10，082 4，105 1L342 4，4　王2

42 11，78　1 4，8　18 12，543 4，7　9　9

43 13，043 5，687 13，558 5，9　12

44 20，858 7，28　王 2　1，4　15 7、47　5

45 23，946 8，376 23，94　6 8，3　76

46＊率 26ほ　94 9，660 2　6，99　1 9，927
47 26，945 1　L2　17 27，4　14 11，44　3

48 29，600 12，698 29，4　35 12，6　王0

49 47，789 14，165 45，176 王3β　91

50 54，766 16，584 48，085 14，994
5　1 67，061 20，093 5　5，289 王6，324

　＊昭和45年価格で評価。本文㈱、⑳式による。
寧＊新調右回評価から取得価格評価へ移行したため、本文⑳、⑳式による。
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　次に、表3の減価償却の不変価

値（D薯）と・表・の標準醐年数

の滅価償却価値による加重平均①

を利用して（前章の⑳式参照）

昭和45年価格による所有機械の

不変原価を推計した結果が表5の

第1行である（方法1）Q一方、

所有機械別台数と基準年度価格と

の積和による資本原価の推計値が

比較のため同表の第2行に示され

ている（方法2）。方法1による

推計値が方法2による推計値の約

50～60％となり、両推計値の

聞ではかなり安定的関係が維持さ

れている。このことは両方法の精

度がともにかなり高いことを示す

ものと：考えられるが、方法1が水

稲作部分だけを分離したものと思

われるので、以下では方法至の結

果を採用する。

　この資本原価を利用して米生産

に投入された機械資本Sωcl《：量を

推計した結果：が表6である。第1

行の結：果Vt1は農林省の方式（定

額減価）と基準（耐用年数）を適

用した評価額であり、第2行のV童2

第農表米生産に投入された機械の
　　　　　　平均標準耐用年数と平均

　　　　　　　　　　　経過年数（年齢）

（単位：年）

　　　a
ｽ均標準
ﾏ罵年数
@　　②

　　　a
ｸ価償却
ｦ　　　σ）

　　　b
ｽ均経過
N数
@　　碕

‘　　　C
W準耐用．年数の加

d平均（i通

脇和　30 7．2 0．3　4 3．0 7．2

3　1 7．2 0．34 24 6．9

32 7．4 0．33 2．8 7．1

33 7．5 α3　3 3．1 7．2

34 6．3 α38 2．4 6．3

35 6．7 0．36 2．3 6．3

36 6．7 0．36 3．5 6．3

37 6．5 0．37 3．2 6．三

38 6．4 α37 4．1 6．0

39 6．1 0．39 4．1 5．6

40 6．0 0．39 41 5．5

婆1 5．9 0．40 3．7 5．3

4　2 5．9 0．40 3．7 5．3

43 5．9 0．40 4．o 5．3

丞4 5．7 0．4　1 3．2 5．1

薩　5 5．9 0．40　　　…
5．2「r翫㎜…

違　6 6．1 0．39

　　3．3r「7“「■■“

@　3．7 5．4

塩7 6．3 0．38 4．2 5．6

48 6．婆 0．37 4．2 5．7

4　9 6．7 0．36 3．8 6．2

5　0 6．5 0．37 3．6 5．8

5　匪 6．5 0．37 3．3 5．7

aT，δ．は本文中⑳式による。

霞は本文中潜鳳る・
cTは　本文中㈱式による。

は耐用年数だけを調整して醗ock量を修正推計したものである。　定率滅価及び均

等flowを仮定して、米生産に投入された資本s勧ck量を推計した結果は同じ表6

の第3行及び4行に各々示されている。

　均等flow仮定による推計値Vt聾を正しい推計値と考えると、図1で示されてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いるように定率減価仮定による資本s重ock：量の推計V重（米農務省：方式）はかなりの

　　　　　　　　　　　　　　　　過小評価となる。農林省の推計値Vt1も特に昭和40年以後過小評価の傾向が強め
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られ、約40％の過小評価となっ

たQ耐用年数だけを修正しても、

（つまりVt2）過小評価の程度は

かなり縮小されたが、40年以後

は依然20％前後の過小評価とな

った。その結果、対象期間中農家

機械資本蓄積率は農林省の推計よ

りかなり高くなるQ

　最後に以上の結果から米生産に

投入された自己所有機械からの資

本flow量を推計したのが表7及

び園2である。農林省推1計のstock

価値と減価鱗却費に生産分析でし

ばしば網いられる年率8％の利子

率を適胴したflowの推計値R玉

はsωckの場合とは反対に過大評

価にはなるが、その大きさは10

％以下であった○利子率を15％

とし、耐用年数を調整した場面に

は、40年以後の過大評価傾向は

むしろ強められた。米農務省式を

用いると反対に過小評価となり、

特に39年から47年までの間で

は約15％の過小評価となったQ

第5表 米生産：に投入された
　　　　　　　　　　　＊　　機械資本の不変原価

（単位：円／10a）

年　度
方法1に
謔髏ъv
@　　　（a）

方法2に
謔髏ъv
@　　　（b）

a一×10

昭和　30 6，9　9　1 5，645
3　1 6，97　6 1　1，886 5　9

32 7，5　19 王1，624 65
33 8，690 三　1，459 7　6

34 8β60 15ほ　59 5　5

35 9，7　14 17，59　2 5　5

36 13，507 20，132 67
37 14，262 24，938 5　7

38 17，442 29，664 5　9

39 20，2　78 38，612 53
40 2　1，6　10 4　1，780 52
4　1 23，384、 47，838 4　9

爆2 2　5，435 55，1　1　1 46
43 3　L334 59，4　40 5　3

44 38，123 7　9，269 48
45 43，555 8　圭，597 5　3

46 53，6G6 10　圭，2　94 5　3

47 64，080 114，66　1 56
48 7　王，877 118，4　37 6　1

4　9 83，024 14257　6 58
50 86，96　5 136，941 64
5　玉 93，047 154，04　0 60

ぷ

（a）

（b）

昭和45年価格で響価
方法玉とは減価償却費からの推計（本文⑳式によ
る）

方法2とは機械台数と基準価格による推計

4　畜力、賃借料、その他の費用に含まれている資本投入量推計

　昭和36年までの米生産では、畜力利用時間が動力利用時聞より多かった事を考

えると、畜力による資本投入量の推計が成長分析等では重要な問題となることがわ

かるQ生産費調査では、畜力費のうち購入部分は支払価格で評価されているが、自

給部分は利用時雨当り飼育費朋実費で評価されている。必然的に爾部分の時々織り

価格には表8の如く顕著な差が現われる。また労働市場、畜力市場は地域性が強く

現われるので、同質のものに対しての価格が地域間で大きく異なる。従って微視デ
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第6表　米生産に投入された資本stocR量　推計方法別比較

（単位：円／10a）

定額減価仮定による 定率減価
ｼ定による

均等How
ｼ定による

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

iV重1）　7岬
～（Vt2）T瓢L4茄 〈　　　　　　　　　　　　　　　幽＿

iVt）？＝1．47
　　　　　　｝i・わ隠1『

昭和　30 5，088 5，63　1 3，29　3 6，03　1

3　1 5，5　52 5，9　59 3，2　86 6，0　18

3　2 5，639 6，176 3，663 6，560
3　3 6，105 6，844 4，233 7，60　1

34 6，559 7，074 3，5　5　1 6，9　ユ5

　・，
R　5 7，742 8，305 4，423 8，2　22

36 8，14　3 9，6　7　6 6，玉50 11，43　1

3　7 7，977 9，773 6，274 王　1，940

38 8β04 10，9　14 7，6　7　3 14，544
39 9，0　19 12，23　6 8β　1荏 16，558
4　0 9，5　56 13，000 8，860 17，567
4　1 1　1β42 14，782 9，587 ユ8，9　17

42 王2，54　3 16，2　26 王0，428 20，80　5

43 13，55　8 玉8，646 12，847 25，348
44 2　圭，4　15 26，188 15，078 3　0，3　82

45 23，946 29，5《9 17，858 35，235
46 26，99　1 34，595 2　1，978 43，7　77

47 27，4　14 37，89　0 27，2　19 53，0　18

48 29，4　3　5 荏　1，56　1 3L6　ユ7 59，93　5

49 45ほ　76 5　5，98　9 37，80　1 70，263
50 48，085 57，三93 38，256 72，794
5　1 55，289 66，077 40，9　3　1 7　7，88　2

一タを利用する時、畜力投入量はむしろ畜力利用時聞と基準年度の時間当り平均価

格との積で評価した方がより適切だと思われる。

　その時、時間当り価格としては購入畜力価格（あるいは役牛賃借料）を用いる方

が妥当であろう。なぜならば役畜の飼育費には畜力利用以外に肥育の目的等が奮ま

れている可能性が強いことと、　飼育費計算に用いられる要素投入量とその価格の

推定もまた問題になるからである。ここでは昭和45年価格で評価して、1時間当

り200円としたQ　この方法による畜力投入量の推計値と、生産費調査結果に示

されている畜力費を畜力価格指数でdeflahonし、さらに（表8’からの購入価格と

　　　　　　　　　　　　　　　　一一196一
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図1．推．計方法別農業機械資本stock比較
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第7表　米生産：に投入された資本f重ow量：推計方法別比較

（単位：円／10a）

定額減価仮定による 定率減価
ｼ定に：よる

均等fiow
ｼ定による

　　　　一@　τ＝T～

iRの
@　　r；0．08

　　　　　『@　　丁竺1．4T～

iR2）

@　　r鳳O．15

　　　　　～@　丁霊1．4孚く

iR）

@　　r竺0．15

　　　　　一@　T漏1．4丁　寧

iR）
@　　r篇0．15

昭和　30 1，484 1，65　8 1，350 王，3　93

31 1，544 L685 1，347 1，390

32 1，577 1，694 1，465 L47　2
33 1，746 L85　6 1，69　3 1，694

34 王，886 2，056 1，562 1，772

35 2，180 2，3◎　3 1，858 1，9　93

36 2，79　5 2，888 2，583 2，771

37 3，476 3，032 2，698 2，973

38 3，57　1 3，575 3，2　99 3，6　55

39 4，34　3 厘，22　1 3，74　1 4，375
40 4，69　3 4，523 3，987 4，692
4　1 5，3ユ9 5，034 4，314 5，10　9

42 5，80　2 5，498 4，69　3 5，55　7

43 6，997 6，5　72　　　　ξ 5，78玉 6，846

44 9，188 8，　6　9　3　　　　　　　　　　　　　6，9　3　6 8，496

45 10，292’ 9，680i　　8，036 9，5　16

46 12，086 三1，畦96　i 9，890 11，567
47 13，6　3　6 12，966 王1，97　7 王3，585

48 14，9　64 14，445 王3，595 王5，063

49 王7，005 17，23　0 1　5，87　6 17，032
50 玉8，84　王 ｝8，4　3　6 16，45◎ 18，126

51　　　　　20，747 20ほ　3　8 i7，600 19，393

自給価格比で）購入価格化したものとを比較した結果、両者が大変類似しているこ

とがわかったQつまり両方法は相互にかなり整合的である。しかし微視データでは、

地域的、経営的価格要因を除去できる前者の方法を使用する方がより適切であろう。

　機械資本投入の他の形態としてもう一つ考慮すべき点は賃借料金に含まれている

資本投入である○賃借料金が最近著しく多くなっているため、この部分の処理には

充分な注意を払わなければならないと思われる。この部分はしばしばすべてが機械

投入量として処埋されているが、それは受け入れ難いものである○なぜならば米生

産費調査の場合賃借料金の約80～95％は請負い作業的なものに対する料金であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　一＿198一



り（表9）、この料金には機械、労

働、物財等に対する支払が混含され

ているからである。当然賃借料金は

機械、労働、物財に分割して各々の

要素に加えなければならない。

　問題は各々の割含であるが、代表

的請負い作業である賃耕作業での割合

は表10の如く推定できる○表1G

で一つ三農することは、ここで得ら

れたope餓tor賃金と農業会議所が

調査したtractor　operator賃金

とが非常に接近している点である。

つまり表10の分割はかなり正確な

ものと思われる。

　表9と表三〇を利用して米生産費

調査に診ける10a当り賃借料金の

最終的割合を推定したのが表11で

ある○表11でも注昌しなければな

らないことがある。それは表11の

労賃部分を表10のoper滋or賃金

で割ると賃料金に含まれている労働

時間が推計できるが、この推計値と

昭和43年以後農林省によって調査

された賃料金中の推定労働時聞がか

なり接近していることである（表14

左側参照）。このことはここで用い

た賃料金の分割法がかなり信頼でき

ることを三昧するものと考える。

　賃借料金の分割の関連で生産費調

査結果に示されている動力利用時間

に関して考えなければならないこと

がある。つまり調査結果の動力利用

第8表 　　　　　　　　　　　　　　ぷ自給畜力と購入畜力の価格比較

（単位：円／時閥）

自給畜力

ｿ　　格
@（a）

購入畜力

ｿ　　格
@（b）

aぢ×100

昭和　30 121 79 6　5

32 125 79 63

年度別．比較

34 125 68 54
36 1　43 115 80
38 181 130 7　2

秋　　　田 148 69 47

霧　　　山 140 111 79

愛　　　知 宝53 70 46

島　　　根 81 200 247

寧　米盤産費調査原単位量調査結果から作成

第9表　米生産費中賃借料金の構成寧

　　　　　　　　　　（単位：円／10a）

磯　　械

ﾀ：借料

共同作業

ｪ割金請
奄｢作業料

魁．ﾍ料 計

昭和　30 　10

i2．9）

　278

i80．0）

　59
i17，0）

　347
i100．0）

35 　25

i5，5）

　359

i79，2）

　69
i15．2）

　453
i100．o）

40 　4玉

i4．8）

　723

i840）
　97
iU，3）

　861
iエ0α0）

45 　82

i6．i）

17253

i939）

｝ 　1β35

i100．0）

50 167

i4．o）

3，981

i96．o）

｝ 　4，1荏8

i100．0）

＊　米生産費調査の原単位量調査結果から計算した。
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第10表　賃耕料構成の推定

区
（a） （b） （a×b二。） （d＞ （e） （c－d－e）

盾垂?ｒａｔｏ?

年　度 賃　耕　料 性　　　能 賃　耕　料 飼料あるい 賃借料部分 労賃部分
は　油　類

分 （冊イ10a） （10a、項） （円／日） （円／環） （円／属） （円／β）

昭和　30 7　64 1．6 王，222 6　1 504 657
野田 （100．0） （5．o） （41．2） （53．8）

34 821 1．6 L314 6　6 5　72 67　6

力 （100，0） （5．o） （43．5） （5エ．5）

38 1ほ　3　3 L6 王，813 9　1 800 9　22

（100．o） （5．o） （44．王） （50．9）

45 3，26　7 2．7 8，8　21 882 3，8　16 4，123
耕 （100．0） （lo．o） （43．3） （46、7）

4　8 4，306 2．7 王　王，6　26 1，1　6　3 5，240 5，223
（100．0） （エαo） （45．1） （44．9）

転
4　9 5，184 2．7 13，9　97 L荏00 7，216 5，3　81＊

（100．0） （10，0） （51．6） （38．4）

機 5　0 6，030 2．7 16，28　玉 1，628 8，728 5，9　2　5＊

（100，0） （王。．o） （53，6） （36．婆）

（a｝、（e）は「農村物価賃金統計」から

（b）は生産費調査個表から推定

（　　）内数字は賃回申に対する割合い（％）

＊　農業会議所「農業臨時崖粥賃金調査結果」ではtrac重er　opera宅orの賃金は

　　昭和49年　5，448円／摂、　同50年　6，598円／銭となっている。

時聞には請負い作業的なものに含まれている動力利用時間が計⊥されていない。

そこで表11の賃借料金中の機械部分を耕転機賃借料で割って賃借料金中に含ま

れている動力利用時間を推定し、調査上の動力利用時間に加えたのが表14の右側

にある。しばしば昭和45年以後動力利用時間が減少していると指摘されているが、

この修正結果から見るとわずかではあるが45年以降にも動力二二時間は増加して

いると見なければならないだろうQ

　動力光熱費を機械用役投入の一部と見るか、あるいは物工費として見るかに関し

ては理論的に定説がないが、油類、電力等は機械の稼動に訟いて前提となるもので、

機械から分離しては無意味であるQ従って、機械用役の一部として計上する：方が論

理的であろう。

一200一’



第11表　米生産費調査に潜ける賃借料金の生産要素別分割

（単位：円／10a）

機　械　部　分 労　賃　部　分 独類・飼料部分 計

昭和　30 132（41．0） 129（4G．0） 61（19．o） 322（100．0）

3　1 135（4LG） 132（40．0） 63（19，0） 330（100、0）

32 146（41．0） 143（40，0） 68（19．0） 357（100．0）

33 157（（41．0） 153（40．0） 73（19．0） 383（100，0）

34 168（41．0） 164（4α0） 78（19．0） 410（100，0）

35 185（4正．0） 180（40ρ） 86（19．0） 451（王00．0）

36 250（46，0） 178（328） 115（21．2） 543（100．0）

37 282（46．O） 201（32．8） 王29（2王．2） 6正2（王00，0）

38 324（46．0） 231（32．8） 150（21．2） 705（100，0）

39 388（47，0） 278（33．6） 王60（19．4） 826（100．0）

40 417（47，0） 298（33．6） 172（圭9．4） 887（100．0）

4　1 446（47，5） 319（34．0） 173（18．5） 938（100，0）

4　2 487（47、5） 349（34．0） 189（18．5） 1，025（100．0）

43 587（52．5） 425（38．0） 106　（9．5） 圭，118（100．0）

44 735（52．5） 532（38．0） 133　（9．5） 1，4GO（10α0）

45 799（52．5） 578（38．0） 王44　（9，5） 1，52王（王00、0）

46 884（525） 640（38．0） 160　（9．5） L684（100．0）

47 1，025（52、5） 742（38、0） 186　（9．5） 1，953（100．0）

48 王，321（52．5） 956（38．0） 240　（9．5） 2，517（100．0）

49 圭，919（52．5） 1，389（3aO） 348　（9．5） 3，656（王00．0）

51 2β00（52．5） 1，664（38，0） 4ま6　（9，5） 4β80（三〇〇．0）

50 2，755（52．5） 1，994（38．0） 498　（9．5） 5247（100．0）

注　　（　）の数字は割合（％）

　動力宿料費を機械資本投入：量に含める場合の問題点は昭和43年までは字類が諸

材料費に含凌れていたので、まず諸材料費からこの部分を分離する必要があるとい

う点である。原単位：量調査結果から諸材料費の構成割合を調べた結果昭和30年初

期の20％から42年には38％まで増加しているので、直線で結ばれた傾向線上

の割田で諸材料費から油類部分を近似的に分離できる。

5。物財投入量の計測

　物財のcategoryの中には罷料費、農薬費、種子費及び諸材料費が含まれる。動

力光熱費、修繕費及び取替費は前章で述べた理由により野饗には含めない方がいい

　　　　　　　　　　　　　　　　　一201一



第12表　米生産に投入された機械資本投入量集計

’ウ’円　王Oa

　　　　a
ﾘ入れ機械

　　　　b
{　　　力

　　　　　C
ｩ己所有機械 光熱動力 計

昭和　30 332 2，440 1，39　3 150 4，3　15

3　1 3　44 2，3　6　G 1，39　0 160 4，254
32 3　6　5 2，220 1，47　2 17　3 4，230
3　3 3　84 2，080 1，694 2　30 4β88
34 40　2 三，92◎ 1，772 2　53 4，34　7

3　5 4　32 王，6　60 1，9　9　3 29　6 4，38　王

3　6 58　0 1，320 2，77　1 3　7　1 5，04　2

3　7 5　83 9　6　0 2，9　7　3 4　2　9 4，9娃5

3　8 5　7　3 6　40 3，655 嘆9　9 5，367
39 6　37 440 4，375 58　3 6，0　35

4　0 6　25 3　00 4，692 640 6，257
4　1 607 180 5，1σ9 698 6，5　9　4

4　2 583 1　40 5，557 7　5　9 7，039

43 658 8　0 6，84　6 9　5　3 8，5　37

44 825 60 8，496 1，06　3 10，444
4　5 79　9 4　0 9，5　16 LO　王8 11，373
4　6 83　6 一 王1，5　67 1，022 13，娃25
4　7 889 一 13，58　5

1，058艦

15，532
4　8 9　3　8

　 15，◎63 LO2　7 17，028
4　9 1，3　74 一 17，0　32 1，087 王9，493
5　0 1，225 一 18ほ　26 玉，21　0 20，5　6　1

5　1 1，244 一 三9，39　3 1，292 21・孚29

a．表1王の名工量を賃料旧辞数でdefla賛OBした
b。米生産費調査からの畜力時間×200
C．表7のR寧

と思われるQr生産費調査」には⊥の各項目別費用がすべて調査されているので、物財

投入量はそれらを各々の価格指数でde臼a琵。叢して集計することによって容易に

得られる。

　ただ注意しなければならないことは、肥料費のdeflatlonは窮給部分と購入部

分を区別して処理しなければならないという点である。　「生産費調査」では、購入

部分は支払価格で、自給部分は生産費用で評価しているので、両者の価格指数は異
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ならざるをえない。しかし「農村物価賃金統計」上の肥料価格指数は購入肥料だけ

を対象にしているので、自給肥料の価格指数は別に作成しなければならない。

第13表　米生産に用いられた自給肥料価格と価格指数、及び肥料投入量推計

（単位：王Oa当り）

自　　給　　肥　　丁寧 肥　料　投　入　量

価　　　格
i円／Kの 価格階数

　　　　＊寧

w入肥料
ｿ格指数

数による
購入価格鮨　　自給、購入
@　　　　　　区分による

昭和　30 173 6　1．6 107．6 2，967 3，8　54

3　1 18　1 6　4、4 104．1 3，157 3，901
3　2 17　3 6　1．6 10　3．3 3ほ97 4，0　ま9

33 三7　6 62．6 97．0 3，408 4，108
34 174 6　1．9 9　1，7 3，49　0 4ほ　39

35 177 62．9 9　2、1 3，555 4ほ　72

36 王95 69．4 93．4 3，585 4，068
3　7 209 7　4．4 93．5 3，6　34 4，0　12

3　8 22　8 8　1、1 9　4．0 3，6　76 3，9　1三

39 24　8 88．3 94．8 3，8　54 3，968

40 254 9　0．4 96．0 3，9GO 3，997
4　1 27　4 9　7．5 9　6．8 4，209 4ほ　97

42 282 100．0 9　7，0 媛，4　68 4，4　17

43 272 96．8 96．4 4，7　80 4，7　7　2

44 28　1 100．0 96．6 5，023 4，9　32

婆5 28　1 王OO．0 王0　0，0 4，54　3 4，543
4　6 274 9　7．5 104．2 4ほ　24 4，2　06

47 29　玉 10　3，6 王08．7 3，94　3 4，00　0

48 3　19 王　1　3，5 122．9 3，75　2 3，83　6

4　9 422 150．2 17　8．5 3，420 3，5　67

50 45　0 160．1 206．5 3，7　55 3，9　77

5　1 646 230．0 2　玉5．4 4，058 4，0　00

　＊米生産費調査原単位鐘調査結果から作成

＊＊農林省r農村物価賃金統計」
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「米生産費調査」の原単位量調査結果を利用し、　自給肥料の単位当り価格及び価格指

数を計算したのが表13である。特に、昭和30年から昭和45年までの両指数の

推移を比較すると、自給価格指数は60から100まで大きく上昇したが、購入価

格指数はほとんど変化していない。その結果、購入価格指数だけを利用すると、同

期間中米生産に投入された罷料理は約50％増加したことになるが、自給と購入部

分に各々の価格指数を適用すると無料投入量は約16％の増加を示すにすぎない。

つまり自給と購入部分を分離しないと、肥料投入量の増加は非常な過大評価となる。

　物財投入量集計には特に項目間の集計問題が重要であるが、この点は7章でまと

めて検討することにする。

6。労働と土地投入量の推定

　農林水産省の生産費調査では、労働は能率換算基準により評価された労働時間、

土地は実作付面積と作付地以外の利用地諏積がかなり正確に実測されているので、

一応そのままの数値を利用してさしつかえなかろう。

　しかし農家の労働組織等に関する調査結果等を見ると、家族労働力と雇用労働力

はその担当作業内容が著しく異なるので、単純に男女と年齢だけで能率換算を行なっ

ても同質化されたとは思われないQこの問題に関しては、労働力問、あるいは作業

聞の代替比率等に関する研究結果、あるいは作業別賃金に関するデータを利用し加

重労働時間を求める必要があるが、現在そういうデータは利用できない。

「生産費調査」から労働投入量を推計する時は第2章でのべた賃借料金中に含まれて

いる労働部分を加えなければならない○表1圭の労賃部分を表1Gのoperator．

賃金率で割って労働時間に換算した結果が表1複である○

　土地に対しても同様に質的差異を考慮するのがのぞましいだろう。しかし、しば

しば質的差異を考慮するために利用されている小作料あるいは地価による評価は、

土地制度、土地の位置、市場の局地的条件等により大きく影響されるので、土地用

役の量的評価として使うには困難が多い。

　この点を意識してBinswa麺ger（1974）は米国の州別横断面データを利用する時、

累累から位置要因を除去するために次のような方法を用いている。つまり草地は劣

等地として質的に地域間の差が少ないと仮定すれば、その価格の地域差は論澄むね

地域別位置地代の反映となる。従って、各地域の売買地価で評価された土地価値総

額をその地域の草地面積当り価格で割って、位置地代要因を除いた土地投入量（指

数）を推計した。しかしこの方法を日本に適用するためには、草地の代りに地域間
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第王婆表　米生産に投入された労働時間と動力利用時間の修正結果

（巣位：日寺聞／10a）

労　　働　　時　　　間 動　力　利　用　時　間
年度

調査された

J働時間

　　　　＊ﾀ料金中に含
ﾜれた推定労
ｭ　時　　間

計
調査された動

ﾍ利矯時間

賃料金中にずまれた推定動力利用時間

計

30 188．9 2．3 19　L2 4．6 0．9 5．5

31 184．8 2．3 187．1 5．3 0．9 6．2

32 178．7 2．3 至81．0 5．2 1．0 6．2

33 18　2，0 2．4 184．4 6．3 1．0 7．3

34 17　5．9 2．5 178．4 6．6 1．0 7．6

35 17　L5 2．5 174．0 7．5 1．1 8．6

36 165．7 1．7 167．4 8．5 1．3 9．8

37 152．0 1．6 153．6 9．9 1．3 1　L2

38 14　5．1 1．5 146．6 1圭，5 玉．2 12．7

39 147．2 1．6 14＆8 13．6 L2 1　5．8

40 141．0 L6 142．6 14．4 1．2 1　5．6

41 140．0 1．5 正41．5 15．6 1．1 16．7

42 139．4 1．5 140．9 17．6 1．1 18．7

43 132．7 L5 134．2 18．1 1．1 19．2

44 1　28．1 王．7 129．8 18．9 1．4 20．3

45 1　17．8　「「「■W…“「、

1．6 圭19．4 18．5 L淫 19．9

46 1　10，3 1．6 11　L9 圭8．4 L4 19．6

47 99．0 1．6 100．6 18．2 L5 19．7

48 92．7 L8 94．5 18．3 1．7 20．0

49 87．1 1．9 89．0 16．8 2．1 18．9

50 8　L5 2．0 8　3，5 17．9 2．2 20．1

51 79．7 2．3 82．0 1　7、8 2．4 20．2

率本文表王0、11から計算した。
紳本文表10、11から計算した。ただし、賃料金中純機械賃借料の割合いはすくないので
　すべてを請負いと見なした。畜力は大部分自給なので賃借料金中牛乳耕はないものとした。

で均質な共通的地鷺を選定し、その価格を調べなければならないので、ここでは利

用できない。またこの方法では農家聞の土地の質的差異を考慮することはできないQ

　土地の質的差異の問題との関連で生産費調査上の水利費を考えてみたい。「生産費調

査」では水利費を水代金として物自費の範躊に入れている。また「生産費調査1を利用し

た研究では、ほとんど水利費を物財投入量の一部分として取扱っている。しかし水

利費を水代金として見るべきだろうか？だとしたら自然降雨量も物財投入の範躊に
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入れなければならない。もし水利施設を個入で設置した場含でも物財投入として考

えるべきだろうか？そうでなければ、同じものが公共的に設置されて利用する場含

と、個人的に設置され、個別的に利用する場合とでは異なる生産要素になってしま

う。したがって、水利費は公共的水利施設に対する利用料金としてとらえて、資本

投入の一形態と考えるべきであろう○

　しかし、この点に関してもう一歩議論を進めてみよう。水利施設とはその地域の

土地と不可分の関係を持ち、土地が生産要素として充分な機能を発揮するのに必然

的に要求されるものである。そして、その負担金もほぼ面積割りであり、地代ある

いは地価は水利施設の度合によって大きく影響される。

　つまり水利施設は土地改良等と同様に土地の生産的機能を高める土地附属物とし

て考えるべきであり、故に水利施設は水田の質を決定する一つの重要な要素となる。

従って、水利費を土地投入量の一部分として見なせば、水田の質的差異をある程度

考慮することになるだろう。この時、水利費を面積単位に変換、しなければならない

ので当時の地代（小作料）を使って換算を行なった（表15）。

7　集計問題とD翼壁ti◎爲

　6章まで各生産要素の構成要素項目別投入量の推定問題を考えた○次の手続はそ

れらの項目別投入量を各々集計することである。集計は一般に各項昌の単純合計に

よって行なわれるが、その方法には充分な吟味が必要であるQ集計の問題は指数理

論及びdefla巨onの問題と表裏一体であり、非常に重要な所ではあるが、指数理論

の専門的領域にはいるので、ここでは問題の要点だけを示す。

　一般的な集計方法としては、前述のように、各々の価格指数で項目別にde｛latlon

して、単純合計するLaspeyres体系が使われる。この方法によって、いまその価格

がt期でPlf、P2tである2つの要素量Xlt、X2t集計を考えてみよう。まず基準

時点での集計量は

　　　　Xo＝Xlo　Plo　＋X20　P20

となり、この：方法では結局基準時点における2つの要素間の代替比率が

　　圃　鯉　一P1・
　　　　　　∂X、G｝X・　P・・

となるQ　t期集計量は

　　・31｝距Xlt町・藷＋隔歳
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となり、t期に澄ける代替　　第15表　米生産に投入された1戸当り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地用役flow量推計結果率も

　　　　　∂、t　P1。　　　　　　　　　　　　（単位　a／戸）
　　（32）　　　　　篇
　　　　　∂、tXt　P2。

となる。つまりこの方法は

2つの要素が完全代替的で

あり、しかもその代替比率

が基準時点での価格比と全

期間中等しいという事を暗

黙的に仮定するものであるQ

この暗黙的仮定には2つの

問題があるQ一つは要素項

目間の代替が完全代替的で

あるという前提の妥当性で

あるQもう一つは完全代替

的であるとしても、基準年

度選定によって集計量（指

数）が異なってくるという

点であるQこのことは基準

年度の選定が単純な尺度基

準ではなく、要素項目間の

技術的関係に対しての暗黙
　　　　　　　　　　　　　　　　　寧　水利費を不動産研究所「懸畑売買働格及び小作料
的仮定を設定することにも　　　　　　調べ」からの小作料で割って推計

なるからである。

　鷺本の米生産費調査結果を利用し、物財投入量指数を基準年度を変更しながら一

算した結果が表16の左側である。たとえば昭和30年を基準とした集計では昭和

30年から51年までの閣、物財投入量が約45％増加したことになるが、昭和50

年を基準にした集計では約85％の増加となり物財投入量の真の増加率は不可知論

になる○このことは成長分析等、長期時系列分析を必要とする分野では致命的問題

になるだろう。

　この基準年度設定問題はLaspeyres体系を連鎖化することにより解決できる

（Alie鍛1975：pp177－195）oつまりt十1期のt期に対する相対的集計量指数を

　　　　　　　　　　　　　　　　　一207一

作付実面積
作付地以外
ﾌ利用面積

　　　　　＊
?利費の土
n魍i幾面積

計

昭和30 94．4 2．7 22 99．3

31 90．．6 2．7 2．0 9　5．3

32 94．8 2．6 2．0 99．4

33 9　6．6 2．4 1．8 100．8
34 9　7．3 2．5 1．7 1Q　L　5

35 96．8 2．6 1．8 101．2
36 97．5 2．5 1．8 圭O　L8

37 9　7，8 2．5 2．0 102．3
38 9　5．喋 2．遽 2．0 99．8

39 9　α3 22 2．2 94．7

40 9　3．7 2．3 2．4 98．4

41 92．5 22 2．7 97．4

42 97．1 2．2 10　2．4

43 98．9 2．2 2．6 103．7
44 92．5 2．2 2．6 9　7．3

45 90．4 2．3 2．6 9　5，3

46 8　2．9 2．2 2．5 8　7．6

47 8？．4 2．2 2．5 92．1

48 89．9 2．1 2．7 94．7

49 9　1．3 2．G 3涯 96．4

50 93．6 1．9 3．1 98．6

51 8　7．3 1．8 3．3 92．4



Laspeyres体系で表わすと、

　　　㈱X斐辛L苓舞1脚X賠1）

ただし・W・・機畿、そして・期麟とし欄の皇神指数は

　　　　　　　　コ
　　（3の2隻＿亙。2隻＿＿＿X・
　　　　　Xo　Xo　　XI　　　　Xs＿1
　　　　　　一興W・・（X斐t、÷1）

と定義されるQこの集計方法は「連鎖Laspeyres体系による集計」とよばれるもので、

基準年度の変更によるi集計量（指数）の変化がなくなる。

しかしこの方法はLaspeyres体系を基本とするかぎり依然として要素項目間の

代替が完全代替的であることを仮定するものである○

　そしてより一般性を持つ集計：方法としてDevlsla体系がある（蜘Ren，三973；

Allen．，1975：177－195）。つまりs期の投入量の指数は

　　・33舞一・p｛∫〔　　　　　　・早w・・（x・／x、2〕｝とする・

ただし・文・t」語・この繍式に対する一つの近似として三方齢賜れ

る。

　　㈱1・gX帝国輌…gX岩玉

ただし　蹴＝W廷＋三十Wlt／2

そして

　　　駒・9奇尋・・gヤー鞭・1・gX麦t、÷1

となる。これがいわゆるDevlsla体系の％rn卿i震近似とよばれるものである。

（Christensen，1975）

　一連の研究により上述の連鎖Laspeyres体系もDevlsia体系の線型近似に相

当することがわかったQただTomquis重近似は曾anslogの生産関数を仮定する

事と等しく、線形近似は線形生産関数を仮定することと等しいことも明らかになっ

てい叡J6，g。。，。。　andG，11i。h。、，・97・）．つ勧連鎖L。、p。y，e，体系は

Dev．isia体系の特殊形態であるQ

　これら2つの連鎖方式を米生産に投入された物財の集計に適用した結果が表16
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の右側に示されている。この2つの連鎖方法にはほとんど差が見られなかった。こ

のことは当時の物財構成項目間の関係がほぼ完全代替的であったことを意味するも

のであろう。

　しかし連鎖集計方法も時系列的に調査されていない個別農家データには利用でき

ないQこの場面には、逆に集計されたもの、たとえば物心、の価格指数を連鎖体系で

作成し、各農家の名目集計量をdeflati◎nする方法がのぞましいだろうQまず、

連鎖Laspeyres価格指数は次のように求められる（Allen，1975：177－195）Q

t期に対する肝1期の価格指数に

㈱午孝ギ1｝繍勲・際1玉

ただしCl重芯
PltQ．i乞，

む

習1・Ql・

そしそ。期に対するs期の価格指数は

　　・・｝奇一、鱒C・・（Plt一トIP呈t）となる・

Devlsla価格指数の％rnquist近似は（Chr重stensen，1975）

　　㈹1・gP苛一苧石・∴・gP譜一・．石・・一Ci守＋G量も

そして、

　　傾一・9砦壽1・gP苛1調C・！l・・P盛1芒1

となる。

　米生産費調査を利用した米生産に儲ける物財費の連鎖指数を作成したのが表17

であるが、やはり2つの間にはほとんど差が見られない。このことは前でも述べた

と陥り当該期間中物乞間の技術関係を反映するものであるう。個別農家データを時

系列的に使う時には名目溢泌費を単純合計してこの価格指数でdeflationするこ

とにより物財投入量が容易に得られる。
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第16表　米生産に投入された物財投入量指数比較

Laspeyres　集震ナ　（　．集雷十基準年度1琴；3上ヒ較　）　寒寧

昭和30年
@基　準

昭和35年
@基　準

昭和40年
@基　準

昭和45年
@基　準

昭和50年
﨟@準

連　　　鎖

ｵaspeyres

W　　　計

Devis呈a

W　　　計

昭和30 53．2 56．2 61．3 63．3 62．6 58．2 58．7

3王 56．5 59．2 63．8 65．7 65．5 61．8 62．2

32 59．王 61．8 66．5 68．3 67．9 64．6 65．0

33 6玉．9 64．5 68．6 70．3 70．1 67．6 68．0

34 63．6 66．0 70．1 71．7 7王．4 69．3 69．7

35 66．9 693 73．2 74．8 74．7 72．7 73．玉

36 66．9 69．2 72．9 74．4 743 72．6 73．0

37 67．5 69．7 73．2 74．7 74．6 73．2 73．5

38 70．1 72．0 7褄，9 76．1 76．1 75．1 753
39 70．9 72．7 75．9 76．5 76．8 75．7 75．9

40 73．2 74．9 77．4 78．5 78．7 77．8 78．0

4王 79．5 80．1 82．9 83．8 84．1 83．4 83．5

42 86．6 87．8 89．3 90．0 90．4 89．7 89．7

43 92．6 93．4 94．7 95．2 95．2 95．1 95．王

44 102．4 102．8 103．4 103．6 103．4 玉03．6 103．6

45 100．0 100．0 100．0 王00．0 三〇〇．0 エ00、G 王00．0

46 王00．4 99．9 99．3 99．1 98．7 99．1 99．1

47 100．6 99．8 98．8 98．4 97．9 98．4 98．4

48 100．7 99．6 98．4 97．8 96．8 97．8 97．6

49 105．6 103．7 10圭．4 100．1 98．4 99．9 99．5

50 118．4 113．2 113．2 111．8 109．7 110．9 110．7

51 124．8 120．8 117．3 115．7 113．6 114．8 114．2

＊　種子、自給肥料、購入肥料、諸材料。農薬が含まれる。

＊＊　比較のため、昭和45年を100とした。

＆結　　び

　このノートでは生産要素投入量の推計に関する理論的考察とともに、米生産に投

入された要素投入量の実証的推計を通じて、微視データに論ける要素投入量推計の

実践的方法を示したQ

　しかし、ここでは取り上げなかったが、要素投入量の推計に於いては、要素の質

的変化を価格指数にいかに反映するか？（（｝rlnches，1960）、年次間あるいは地

域間に非中立的技術差異があった場合にいかに対応するか？要素間の分離性がはた
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して認められるかどうか？（Berndt　and

G擁1醗ensen，1973）、農村物価賃金統計上

の価格指数を特定部門の分析に適用してもいい

だろうか？等多くの問題が提起されている。そ

して要素投入量の推計の試み自体に対して非常

に悲観的になるかもしれない。しかし、問題は

その推計方法がどういう論理的矛盾を内包して

いるのかという論理的立場と、可能な範囲での

推計量がかかる課題の分析に対応できるかどう

かという実践的立場との調和を考えるところに

あるだろう。

　最後に、以土の考察から得られたいくつかの

注目すべき点を以下に要約するQ

　ω　農林水産省方式による資本S重ockとflOW

の推計は論理的に問題があり、均等flowを仮

定する推計方法がよりのぞましいだろう。

　（2）　stockからflowを推計する時の利子率

は資本の限界純収益率で近似できるが、戦後日

本農業の場合には年率13～15％が適当であ

ろう。

　（3）農林省の機械耐用年数はかなり過小評価

されているので、40％前後の上積みが必要で

あろうQ

　（4）農林省は年次によって取得価格で資本評

価を行なっているので、資本投入量推計の時

第17表 米生産に投入された
　　　　　　　　　＊　　物財の価格指数

年　度
連　　　鎖
ｵaspeyres

w　　　数

Devis童a

w　　　数

昭和　30 89．1 89．8

3　1 88．3 88．9

32 86．7 87．2

3　3 83．6 84．0

34 80．6 8　1．0

3　5 8　1．0 8　1．3

3　6 83．8 84．2

37 85．9 86．3

38 88．5 88．7

3　9 92．喋 9　2．5

40 94．6 94．7

4　1 97．7 9　7．7

42 98．7 98．7

43 9　7，5 9　7．6

44 98．6 98．5

4　5 ユ00．0 100．0
46 10　L8 玉0　1．8

47 10　5．8 105．8

48 119．5 1　19．3

4　9 16　3．5 162．9
50 18　玉．6 18　L3
5　1 王97．2 196．王

＊種子、霞給肥料、購入肥料、年忘
　料、農薬が含まれている。
＊比較のため昭和45年を100と
　したo

defiatlonには特別な工夫をしなければならない。

　飼　以上の考え方にもとづいて戦後米生産に投入された自己所有農業機械による

資本投入量を推計し、農林省方式及び基準による通常の推計値とを比較した結果、

農林省の資本stock推計値：はかなり過小評価されていることが明らかになった0

特に磯械化が本格化した35年以後は約40％以上の過小評価となっている。しか

し資本flowは反対は過大評価されているが、その幅は10％程度でstockに比

較して推計誤差は少なかった。
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　㈲　年々増加傾向を示す賃借料金の大部分は請負い作業的なものに対する支払い

であるので、その約40％は労働に、50～55％機械に、そして5～10％は物

財投入物に分割しなければならないだろうQ

　（71米生産に投入された労働時間及び動力利襯時間には賃借料金に含まれている

部分を加えなければならないQその結果、昭和農5年以後の動力利用時間の減少傾

向は認められず、むしろやや増加している。

　〈81物財の項目間集計にLaspeyres集計方法を用いると基準年度の選定により集

計量がか1ﾈり変化するので、Devlsla集計方法、あるいはDevisla価格指数を導

入しなければならない。
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